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議案第６号

琴浦町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について

別紙のとおり、琴浦町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する

ことについて、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第９６条第１項の規

定により、本議会の議決を求める。

令和 ４ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ４ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志
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令和４年琴浦町条例第 号

琴浦町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

琴浦町職員の育児休業等に関する条例(平成16年琴浦町条例第38号)の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で

示すように改正する。

改正後 改正前

(育児休業をすることができない職員) (育児休業をすることができない職員)

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で

定める職員は、次に掲げる職員とする。

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で

定める職員は、次に掲げる職員とする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 次のいずれかに該当する非常勤職

員以外の非常勤職員

(４) 次のいずれかに該当する非常勤職

員以外の非常勤職員

ア 次のいずれにも該当する非常勤職

員

ア 次のいずれにも該当する非常勤職

員

(ア) 任命権者を同じくする職(以

下「特定職」という。)に引き続き

在職した期間が１年以上である職

員

(ア) その養育する子(育児休業法

第２条第１項に規定する子をい

う。以下同じ。)が１歳６箇月に達

する日(以下「１歳６箇月到達日」

という。)(第２条の４に該当する

場合にあっては、２歳に到達する

日)までに、その任期(任期が更新

される場合にあっては、更新後の

もの)が満了すること及び引き続

き採用されないことが明らかでな

い非常勤職員

(イ) その養育する子(育児休業法

第２条第１項に規定する子をい

う。以下同じ。)が１歳６箇月に達

する日(以下「１歳６箇月到達日」

という。)(第２条の４に該当する

場合にあっては、２歳に到達する

日)までに、その任期(任期が更新

される場合にあっては、更新後の

もの)が満了すること及び特定職

に引き続き採用されないことが明

らかでない非常勤職員

(イ) 勤務日の日数を考慮して規則 (ウ) 勤務日の日数を考慮して規則
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で定める非常勤職員 で定める非常勤職員

イ 略 イ 略

ウ 第２条の４に規定する場合に該当

する非常勤職員(その養育する子の

１歳６箇月到達日において育児休業

をしている非常勤職員に限る。)

ウ その任期の末日を育児休業の末日

とする育児休業をしている非常勤職

員であって、当該育児休業に係る子

について、当該任期が更新され、又

は当該任期の満了後に引き続き採用

されることに伴い、当該任期の末日

の翌日又は当該引き続き採用される

日を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとするもの

エ その任期の末日を育児休業の末日

とする育児休業をしている非常勤職

員であって、当該育児休業に係る子

について、当該任期が更新され、又

は当該任期の満了後に特定職に引き

続き採用されることに伴い、当該任

期の末日の翌日又は当該引き続き採

用される日を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとするもの

(育児休業法第２条第１項の条例で定め

る日)

(育児休業法第２条第１項の条例で定め

る日)

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条

例で定める日は、次の各号に定める場合

の区分に応じ、当該各号に定める日とす

る。

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条

例で定める日は、次の各号に定める場合

の区分に応じ、当該各号に定める日とす

る。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) １歳から１歳６箇月に達するまで

の子を養育するため、非常勤職員が当

該子の１歳到達日(当該子を養育する

非常勤職員が前号に掲げる場合に該当

してする育児休業又は当該非常勤職員

の配偶者が同号に掲げる場合若しくは

これに相当する場合に該当してする地

方等育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合に

あっては、当該末日とされた日(当該育

児休業の期間の末日とされた日と当該

地方等育児休業の期間の末日とされた

日が異なる時は、そのいずれかの日))

の翌日(当該子の１歳到達日後の期間

においてこの号に掲げる場合に該当し

てその任期の末日を育児休業の期間の

(３) １歳から１歳６箇月に達するまで

の子を養育するため、非常勤職員が当

該子の１歳到達日(当該子を養育する

非常勤職員が前号に掲げる場合に該当

してする育児休業又は当該非常勤職員

の配偶者が同号に掲げる場合若しくは

これに相当する場合に該当してする地

方等育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合に

あっては、当該末日とされた日(当該育

児休業の期間の末日とされた日と当該

地方等育児休業の期間の末日とされた

日が異なる時は、そのいずれかの日))

の翌日(当該子の１歳到達日後の期間

においてこの号に掲げる場合に該当し

てその任期の末日を育児休業の期間の
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末日とする育児休業をしている非常勤

職員であって、当該任期が更新され、

又は当該任期の満了後に引き続き採用

されるものにあっては、当該任期の末

日の翌日又は当該引き続き採用される

日)を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとする場合であって、

次に掲げる場合のいずれにも該当する

とき 当該子が１歳６箇月に達する日

末日とする育児休業をしている非常勤

職員であって、当該任期が更新され、

又は当該任期の満了後に特定職に引き

続き採用されるものにあっては、当該

任期の末日の翌日又は当該引き続き採

用される日)を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとする場合で

あって、次に掲げる場合のいずれにも

該当するとき 当該子が１歳６箇月に

達する日

ア 当該子について、当該非常勤職員

が当該子の１歳到達日(当該非常勤

職員がする育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達後であ

る場合にあっては、当該末日とされ

た日)において育児休業をしている

場合又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の１歳到達日(当該配偶者が

する地方等育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては、当該末日とさ

れた日)において地方等育児休業を

している場合

ア 当該子について、当該非常勤職員

が当該子の１歳到達日(当該非常勤

職員がする育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達後であ

る場合にあっては、当該末日とされ

た日)において育児休業をしている

場合又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の１歳到達日(当該配偶者が

する地方等育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては、等阿木末日と

された日)において地方等育児休業

をしている場合

イ 略 イ 略

(育児休業法第２条第１項の条例で定め

る場合)

(育児休業法第２条第１項の条例で定め

る場合)

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条

例で定める場合は、１歳６箇月から２歳

に達するまでの子を養育するため、非常

勤職員が当該子の１歳６箇月の到達日の

翌日(当該子の１歳６箇月到達日後の期

間においてこの条の規定に該当してその

任期の末日を育児休業の期間の末日とす

る育児休業をしている非常勤職員であっ

て、当該任期が更新され、又は当該任期

の満了後に引き続き採用されるものにあ

っては、当該任期の末日の翌日又は当該

引き続き採用される日)を育児休業の期

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条

例で定める場合は、１歳６箇月から２歳

に達するまでの子を養育するため、非常

勤職員が当該子の１歳６箇月の到達日の

翌日(当該子の１歳箇月到達日後の期間

においてこの条の規定に該当してその任

期の末日を育児休業の期間の末日とする

育児休業をしている非常勤職員であっ

て、当該任期が更新され、又は当該任期

の満了後に特定職に引き続き採用される

ものにあっては、当該任期の末日の翌日

又は当該引き続き採用される日)を育児
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間の初日とする育児休業をしようとする

場合であって、次の各号のいずれにも該

当するときとする。

休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとする場合であって、次の各号のいず

れにも該当するときとする。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(育児休業法第２条第１項ただし書の人

事院規則で定める期間を基準として条例

で定める期間)

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただ

し書の人事院規則で定める期間を基準と

して条例で定める期間は、57日間とする。

(再度の育児休業をすることができる特

別の事情等)

(再度の育児休業をすることができる特

別の事情等)

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書

の条例で定める特別の事情は、次に掲げ

る事情とする。

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書

の条例で定める特別の事情は、次に掲げ

る事情とする。

(１) 育児休業をしている職員が琴浦町

職員の勤務時間、休暇等に関する条例

(平成16年琴浦町条例第37号。以下「勤

務時間条例」という。)第14条に規定す

る特別休暇(以下単に「特別休暇」とい

う。)のうち規則で定めるものを得、若

しくは出産したことにより、当該育児

休業の承認が効力を失った後、当該特

別休暇又は出産に係る子が次に掲げる

場合に該当することとなったこと。

(１) 育児休業をしている職員が琴浦町

職員の勤務時間、休暇等に関する条例

(平成16年琴浦町条例第37号。以下「勤

務時間条例」という。)第14条に規定す

る特別休暇(以下単に「特別休暇」とい

う。)のうち規則で定めるものを得、若

しくは出産したことにより、当該育児

休業の承認が効力を失い、又は第５条

に定める事由に該当したことにより当

該育児休業の承認が取り消された後、

当該特別休暇若しくは出産に係る子若

しくは同条に規定する承認に係る子が

死亡し、若しくは養子縁組等により職

員と別居することとなったこと。

ア 死亡した場合

イ 養子縁組等により職員と別居する

こととなった場合

(２) 略 (２) 略

(３) 育児休業をしている職員が第５条

に規定する事由に該当したことにより

当該育児休業の承認が取り消された

後、同条に規定する承認に係る子が次

に掲げる場合に該当することとなった

(３) 育児休業をしている職員が第５条

に規定する事由に該当したことにより

当該育児休業の承認が取り消された

後、同条に規定する承認に係る子が次

に掲げる場合に該当することとなった
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こと。 こと。

ア 第１号ア又はイに掲げる場合

イ 民法(明治29年法律第89号)第817

条の２第１項の規定による請求に係

る家事審判事件が終了した場合(特

別養子縁組の成立の審判が確定した

場合を除く。)又は養子縁組が成立し

ないまま児童福祉法第27条第１項第

３号の規定による措置が解除された

場合

(４)～(７) 略 (４)～(７) 略

(８) その任期の末日を育児休業の期間

の末日とする育児休業をしている非常

勤職員が、当該育児休業に係る子につ

いて、当該任期が更新され、又は当該

任期の満了後に引き続き採用されるこ

とに伴い、当該任期の末日の翌日又は

当該引き続き採用される日を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしよう

とすること。

(８) その任期の末日を育児休業の期間

の末日とする育児休業をしている非常

勤職員が、当該育児休業に係る子につ

いて、当該任期が更新され、又は当該

任期の満了後に特定職に引き続き採用

されることに伴い、当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日を

育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとすること。

２ 略 ２ 略

(部分休業をすることができない職員) (部分休業をすることができない職員)

第17条 育児休業法第19条第１項の条例で

定める職員は、次に掲げる職員とする。

第17条 育児休業法第19条第１項の条例で

定める職員は、次に掲げる職員とする。

(１) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤

務時間を考慮して規則で定める非常勤

職員以外の非常勤職員(地方公務員法

第28条の５第１項に規定する短時間勤

務の職を占める職員(以下「再任用短時

間勤務職員等」という。)を除く。)

(１) 次のいずれにも該当する非常勤職

員以外の非常勤職員(地方公務員法第2

8条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員(以下「再任用短時間

勤務職員等」という。)を除く。)

ア 特定職に引き続き在職した期間が

１年以上である非常勤職員

イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤

務時間を考慮して規則で定める非常

勤職員

(２) 略 (２) 略

(部分休業の承認の取消事由) (部分休業の承認の取消事由)
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附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

第 20 条 略 第 20 条 略

(妊娠又は出産等についての申出があっ

た場合における措置等)

第21条 任命権者は、職員が当該任命権者

に対し、当該職員又はその配偶者が妊娠

し、又は出産したことその他これに準ず

る事実を申し出たときは、当該職員に対

して、育児休業に関する制度その他の事

項を知らせるとともに、育児休業の承認

の請求に係る当該職員の意向を確認する

ための面談その他の措置を講じなければ

ならない。

２ 任命権者は、職員が前項の規定による

申出をしたことを理由として、当該職員

が不利益な取扱いを受けることがないよ

うにしなければならない。

(勤務環境の整備に関する措置)

第22条 任命権者は、育児休業の承認の請

求が円滑に行われるようにするため、次

に掲げる措置を講じなければならない。

(１) 職員に対する育児休業に係る研修

の実施

(２) 育児休業に関する相談体制の整備

(３) その他育児休業に係る勤務環境の

整備に関する措置

(委任) (委任)

第23条 略 第21条 略


